


















































































上げることは不適切と考え、その 1 つ前の計画である 4 次防の策定作業が本格的に開始さ


















 本研究は、序章、全 5 章の本論、終章から構成される。第 1 章にて防衛大綱策定以前の
段階から防衛力整備計画の見直し論が唱えられるものの、政策化されなかったこと、第 2
章では「国力」「国情」により防衛力増強を印象付ける 4次防が策定されたこと、第 3章に
















 第 2章「防衛力増強論に基づく 4次防の策定」では、4次防の策定作業が本格化した 1969
年から防衛庁長官の中曽根康弘による新防衛力整備計画の提示までを中心に、4次防の策定








第 3 章「新防衛力整備計画の修正と 4 次防での挫折」では、所要防衛力達成に大きく近
づくことを目標に策定された新防衛力整備計画（4 次防）が、「国力」を主要因として下方
修正され、決定した 4 次防も大きな未達成に終わり、従来の防衛力整備計画の方式に疑念
が沸き起こる過程を論じた。1971 年 8 月の第 2 次ニクソン・ショック（ドル・ショック）
は日本の経済状態を不安定化させ、その結果、新防衛力整備計画は下方修正を余儀なくさ
れた。だが、4次防決定の手続きが政治問題化し、計画開始時の 1972年 4月には 4次防の
本文のみしか決められなかった。その後、首相交代や日中国交化問題により、結局、4次防



















の「通達」によって徐々に公式化されていく。ポスト 4 次防での新構想を打ち出す同年 10
月の第 2次長官指示作成を巡っては、久保が唱える「脱脅威論」、制服組が主張する従来の
所要防衛力構想、防衛課の「低脅威論」という 3 つの考え方の間で対立が生じ、調整の結
果、防衛課の「低脅威論」が主軸となる。その後、防衛大綱の本文以外の問題、具体的に
は策定過程の最終段階で争点となった陸上自衛隊の師団改編問題と海上自衛隊の護衛隊群
増設問題、ロッキード事件などによる政局の不安定化が起こった。最後に、決定した防衛
大綱の特徴や欠点、日米同盟との関係を論じた。 
 終章「戦後日本にとっての防衛大綱」では、本研究にて解明した点を再確認し、解釈上
の多義性、戦後日本にとっての防衛大綱の意義を中心に考察した。1976 年の防衛大綱は、
防衛力増強を意図した防衛大綱や 5 次防、所要防衛力構想の継続ではなく、防衛力整備目
標の引き下げを掲げた「方針」であり、世界に類をみない基盤的防衛力構想を採用した。
それは、防衛政策関係者が「国力」と「国情」という 2 つの変化を同時に認識した結果で
あった。基盤的防衛力構想に関しては、防衛力の歯止めと「脱脅威論」の 2 つを巡り、正
反対の解釈が今日に至るまで論じられている。多義的解釈になった理由は、防衛大綱が防
衛政策の大転換であったため、内部の意見が集約しきれず、妥結するに至ったためである。
逆に、多義性を有するがゆえに、同大綱は成立し得たともいえる。だが、これらの問題点
を抱えながらも、戦後日本における防衛大綱の意義は決して小さくなかった。なぜなら、「国
情」をまとめる上で成功し、爾後、「防衛力の限界」論は雲散し、野党では基盤的防衛力程
度の防衛力の存在は認めるとの暗黙の合意が形成されたためである。 
